


一般会計の概要
　平成２８年度一般会計の予算規模は、２４７億円で前年度と比べると ６億８，０００
万円の増（２．８％増）となりました。

予算案の概要

一般会計予算の概要

本市の財政状況は、継続的に実行してきた行財政改革の推進や、過去に発行した起

債が順次その償還期日を迎えたことにより、実質公債費比率については、ピークで

あった平成２２年度の２２．６％から、平成２６年度には１９．７％まで低減するに

至りました。しかし、今後予定されている様々な事業の実施に伴う将来負担を考えた

場合、本市が持続可能で健全な財政運営を進めていく上において、今後さらに厳しい

情勢が待ち構えているといえます。

このような中、平成２８年度当初予算については、平成２１年度より導入されてい

る「部局単位の枠配分方式による予算編成」の枠組みの中で、市民との協働や民間活

力などについても積極的に活用しつつ、限られた財源で最大限の効果が得られるよう

行政運営を図り、総合計画の将来像である「笑顔と元気！！住むならかしば」の着実

な実現に取り組むとともに、将来に向けて持続可能な財政基盤の確立に努めました。

特に、平成２８年度は、市長の改選期にあたり、新年度予算においては、行政経費

の義務的経費を中心としながら、継続事業における国等の補助事業も考慮した予算と

しています。また住民生活の低下やサービスの低下を招くような経費につきましても、
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【一般会計予算規模の推移】

上数値：予算額
下数値：増減率

注：グラフの数値については、当初予算額です。



①

んでいます。

歳 入

市税収入については、前年度と比較して２億８，５４０万円の増（３．２％増）

の９０億７，５４６万円と見込みました。個人市民税では個人所得の増加により

１億９，７８０万円の増（４．５％増）、固定資産税では５，０７０万円の増（

１．４％増）、軽自動車税では１，４８０万円の増（１２．４％増）などを見込

〔市税収入見込額〕
（単位：千円：％）

差引 増減率

（Ａ－Ｂ）／ＢＡ－Ｂ

４.６  

４.５  

平成２７年度平成２８年度

当初収入見込額　Ａ 当初収入見込額　Ａ

２１９,９００ 

１９７,８００ 

４,７７０,７００ ４,９９０,６００ 市 民 税

３.２  ２８５,４００ ８,７９０,０６２ 

１４,８００ 

３４２,２００ ６.５  

１.４  

１２.４  

０.０  ３３０,０００ 

４,６２６,３００ 

３,５７０,０６２ 

３３０,０００ 

３,６２０,７６２ 

２２,１００ 

５０,７００ 

３６４,３００ 

４,４２８,５００ 

１１９,３００ 

０ 

合 計

１３４,１００ 

９,０７５,４６２ 

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

個 人 市 民 税

固 定 資 産 税

法 人 市 民 税

79,000

9 000 000

10,000,000

【税目別収入額の推移】
人

D

E千円

（単位：千円）

※当該年度４月１日現在人口

市 税 合 計

３６７,０００ 

軽 自 動 車 税 ( Ｄ )

市町村たばこ税(Ｅ) ３３０,０００ 

９,０７５,４６２ 

年　　　　　度

１０７,０００ 

Ｈ２４

７６,９１６ 

３５２,０００ ３１３,０００ 

３,５５３,７０２ 

９８,７００ 

３,５３９,７０３ 

３３０,０００ 

８,７９０,０６２ 

４,７３６,０００ 

４,３７８,０００ 

３５８,０００ ３６４,３００ 

８,７２３,４０２ ８,７２９,９０３ ８,７６８,０６３ 

Ｈ２５

４,７２１,０００ 

４,３８１,０００ 

３４０,０００ 

４,９９０,６００ 

Ｈ２７

４,７７０,７００ 

３４２,２００ 

Ｈ２６

Ｈ２７

７８,２３６ 

Ｈ２８

７８,５６６ 

Ｈ２５ Ｈ２６

７７,６１５ ７８,１５２ 人　　　　　口

区　　　　　分

４,７５８,０００ 

４,４２５,０００ 

３３３,０００ 
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市 町 村 民 税

う　ち　個　人(Ａ)
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固 定 資 産 税 ( Ｃ )
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②

③

億７ ２０５万円の増（８ ４％増）とな ています これは 子育て世帯臨時

地方交付税については、平成２７年度の交付実績と地方財政計画においての交

付税総額の減（０．３％減）を踏まえつつ、基礎数値となる人口の値を国勢調査

の人口（速報値）に置き換えたこと等により、前年度より１億８，０００万円の

増で４１億８，０００万円（４．５％増）を計上しています。

国・県支出金については、４８億２，２８１万円となり、前年度と比較して３

④

億７，２０５万円の増（８．４％増）となっています。これは、子育て世帯臨時

特例給付金事業補助金の皆減があるものの、障害者扶助費の増加に伴う社会福祉

費負担金、また地域交流センター建設事業に伴う土木費国庫補助金などの増加に

よるものです。

市債については、２８億５，１８０万円を計上し、前年度と比較して４億８，

６６０万円の減（１４．６％減）となっています。退職手当債などの増額がある

ものの、中学校給食センター整備事業債などの減額によるものです。
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【広義の地方交付税】

臨時財政対策債

地方交付税

　

（単位：千円：％）

３７２,０４８ 

△ ４８６,６００ 

１９.５  ４,８２２,８０６ 

１４７,０００ 

２８５,４００ 

１８０,０００ 

１０,０００ 

４,０００,０００ 

４,４５０,７５８ 

８,７９０,０６２ 

地 方 交 付 税

９,０７５,４６２ 

増減
平成２７年度

１６.９  

０.６  

４,１８０,０００ 

地 方 譲 与 税 １５７,０００ 

７５,０００ 

３,３３８,４００ 

１,１０８,０００ 

合 計

３,５４７,９３２ 

２,８５１,８００ 

うち臨時財政対策債

６５,０００ 地 方 特 例 交 付 金

２４,０２０,０００ ２４,７００,０００ 

３２９,１５２ １０.２  

２.８  １００.０  ６８０,０００ 

３,２１８,７８０ そ の 他 の 収 入

市 債

△ １４１,８００ 

△ １０,０００ 

△ １２.８  

８.４  

平成２８年度

構成比

比較
平成２８年度

増減率（％）

３.２  市 税

国 ・ 県 支 出 金

９６６,２００ 

６.８  

４.５  

１１.５  

３６.７  

０.３  
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△ １３.３  

３.９  
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各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。
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(単位 : 千円 : ％)

H28年度区        分 増減率H27年度 増　　減 H26年構成比

【一般会計予算経費別総括表】

９.６  

３,２００,４５１ 

８０,８６５ 

２,７６４,９０７ 

２,５０４,４７１ 

△ ３２.９ 

１２.８ 

△ ５７０,４２１ 

４.２ 

６.７  

１００.０  

５０,０００ 

２４,７００,０００ 

１,１１４,９８６ 

１,６４９,９２１ 

５,２４４,９６２ 

０ 

０ 

△ １７.１ 

１３,４０８,８１５ 

予 備 費

合 計

義務的経費

投資的経費 普通建設事業費

　計

積 立 金

繰 出 金

貸 付 金

投資及び出資金

その他の経費

補 助 費 等

単 独

４,０３５,７８９ 

扶 助 費

消費的経費 計

公 債 費

１１.２  

４,９１７,８２７ 

維持補修費

１３.０  

補 助

１.６ 

△ １.７ 

計

８７６,５５３ 

物 件 費

５.６ 

人 件 費

３,８６２,０００ 

４,９９６,９８１ 

４.２ 

△ ６８,０００ 

１３２,０７７ 

３,０００ 

３１１,０７８ 

２７.２ 

１２７,７７６ 

４,３０１ 

１２.７ 

３,９３０,０００ 

２,４５８,７７５ 

４,６５１,８１７ 

２,１９１,７９１ 

２,３７６,４１３ ２,２２３,４３２ 

０ 

１２,８８３,６１６ 

４,５４９,８３４ 

３,１４９,２３９ 

３,０００ 

３,３３５,３２８ 

３,２８１,３１６ 

０.０  

５２５,１９９ 

５１４,０４５ 

７９,１５４ 

２１.２  

１０.１  

０.３  

４.５  

５４.３  

１５.６  

１３.３  

１８.４  

２０.２  

６８０,０００ 

４.１ 

３,０７２,６７５ 

７６,５６４ 

１.３  

５９３,１４５ 

△ ８０８,８５４ 

１４.３ 

－

０.０ 

５０,０００ ０ 

１５２,９８１ 

３１２,６８０ 

１２７,４８４ 

２４,０２０,０００ 

０.０ 

２３８,４３３ 

０ 

０.２  

０.０  

１８３,５９４ ６９.４ 

６.９ 

２.８ 

【一般会計予算経費別総括表】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。

①

います。

②

③

いては、市債の発行抑制及び償還が進んだことにに伴い、１．７％の減となって

障害福祉費の増加などにより１．６％の増となっています。一方で、公債費につ

歳 出

人件費、扶助費及び公債費の義務的経費については、１３４億８８２万円とな

り、前年度と比較して５億２，５２０万円の増（４．１％増）を計上しています。

人件費については、退職手当等の増により１２．７％、また扶助費については、

億６，４９１万円となり、前年度と比較すると５億７，０４２万円の減（１７．

２０８万円の増（４．２％増）となっています。

物件費及び維持補修費の消費的経費については、ごみ収集業務民間委託事業の

計上などの増加により、３２億８,１３２万円となり、前年度と比較して１億３,

投資的経費については、みつわ保育所施設整備事業の増加はあるももの、中学

校給食センター建設事業や学校施設等耐震耐震補強事業などの減少により、２７

１％減）となっています。

(単位 : 千円 : ％)

H28年度区        分 増減率H27年度 増　　減 H26年構成比

【一般会計予算経費別総括表】

９.６  

３,２００,４５１ 

８０,８６５ 

２,７６４,９０７ 

２,５０４,４７１ 

△ ３２.９ 

１２.８ 

△ ５７０,４２１ 

４.２ 

６.７  

１００.０  

５０,０００ 

２４,７００,０００ 

１,１１４,９８６ 

１,６４９,９２１ 

５,２４４,９６２ 

０ 

０ 

△ １７.１ 

１３,４０８,８１５ 

予 備 費

合 計

義務的経費

投資的経費 普通建設事業費

　計

積 立 金

繰 出 金

貸 付 金

投資及び出資金

その他の経費

補 助 費 等

単 独

４,０３５,７８９ 

扶 助 費

消費的経費 計

公 債 費

１１.２  

４,９１７,８２７ 

維持補修費

１３.０  

補 助

１.６ 

△ １.７ 

計

８７６,５５３ 

物 件 費

５.６ 

人 件 費

３,８６２,０００ 

４,９９６,９８１ 

４.２ 

△ ６８,０００ 

１３２,０７７ 

３,０００ 

３１１,０７８ 

２７.２ 

１２７,７７６ 

４,３０１ 

１２.７ 

３,９３０,０００ 

２,４５８,７７５ 

４,６５１,８１７ 

２,１９１,７９１ 

２,３７６,４１３ ２,２２３,４３２ 

０ 

１２,８８３,６１６ 

４,５４９,８３４ 

３,１４９,２３９ 

３,０００ 

３,３３５,３２８ 

３,２８１,３１６ 

０.０  

５２５,１９９ 

５１４,０４５ 

７９,１５４ 

２１.２  

１０.１  

０.３  

４.５  

５４.３  

１５.６  

１３.３  

１８.４  

２０.２  

６８０,０００ 

４.１ 

３,０７２,６７５ 

７６,５６４ 

１.３  

５９３,１４５ 

△ ８０８,８５４ 

１４.３ 

－

０.０ 

５０,０００ ０ 

１５２,９８１ 

３１２,６８０ 

１２７,４８４ 

２４,０２０,０００ 

０.０ 

２３８,４３３ 

０ 

０.２  

０.０  

１８３,５９４ ６９.４ 

６.９ 

２.８ 

【一般会計予算経費別総括表】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。



義務的経費（人件費＋扶助費＋公債費）
消費的経費（物件費＋維持補修費）
投資的経費（普通建設事業費 補助＋単独）
その他の経費（補助費等＋出資及び投資金＋貸付金＋積立金＋繰出金＋予備費）

人件費

4,549,834千円

18.4%

扶助費

4,996,981千円

20.2%

公債費

3,862,000千円

15.6%

物件費

3,200,451千円

13.0%

維持補修費

80,865千円

0.3%

普通建設事業費 補助

1,114,986千円

4.5%

普通建設事業費 単独

1,649,921千円

6.7%

補助費等

2,504,471千円

10.1%

積立金

311,078千円

1.3%

繰出金

2,376,413千円

9.6%

予備費

50,000千円

0.2%

【平成26年度予算歳出構成比】

総 額
24,700,000千円

100.0％

[性質別]

議会費

231,772千円

0.9%

総務費

2,855,333千円

11.6%

民生費

9,192,544千円

37.2%

衛生費

1,959,602千円

7.9%

農林商工費

268,418千円

1.1%

土木費

2,046,638千円

8.3%

消防費

937,891千円

3.8%

教育費

3,221,562千円

13.0%

公債費

3,862,000千円

15.6%

諸支出金

74,240千円

0.3%

予備費

50,000千円

0.2%

人件費

4,549,834千円

18.4%

扶助費

4,996,981千円

20.2%

公債費

3,862,000千円

15.6%

物件費

3,200,451千円

13.0%

維持補修費

80,865千円

0.3%

普通建設事業費 補助

1,114,986千円

4.5%

普通建設事業費 単独

1,649,921千円

6.7%

補助費等

2,504,471千円

10.1%

積立金

311,078千円

1.3%

繰出金

2,376,413千円

9.6%

予備費

50,000千円

0.2%

【平成26年度予算歳出構成比】

総 額
24,700,000千円

100.0％

[性質別]

総 額
24,700,000千円

100.0％

[目的別]



市民一人当たりの予算

【民生費】 【衛生費】

円 高齢者、児童の福祉などに ごみ処理、病気予防などに
１世帯当たりの予算 円 円 ％ 円 ％

市の人口 人 【公債費】 【消防費】

市の世帯 世帯 借入金の返済に 消防活動や防災のために

（平成２８年３月３１日現在） 円 ％ 円 ％

【教育費】 【議会費】

学校、図書館の運営などに 市議会を運営するために

円 ％ 円 ％

【総務費】 【農林商工費】

文化振興、情報化などに 農業の振興などに

円 ％ 円 ％

【土木費】 【その他】 諸支出金・予備費

道路、河川の整備などに 円 ％

円 ％

収入 支出

1,590 0.5

26,188 8.3

41,222 13.0

2,966 0.936,537 11.6

3,435 1.1

78,152

29,358

49,417 15.6 12,001 3.8

３１６,０５１
８４１,３３８ 117,624 37.2 25,074 7.9

【平成２８年度一般会計予算を市民一人当たりの予算に置き換えると・・・】

【もし香芝市が給料収入５００万円の家庭だったら・・・】

収入 支出

給料 食費
(市税) 万円 （人件費） 万円

パート収入 生活費
（使用料・手数料など） 万円 （物件費・補助費等） 万円

親からの仕送り 医療費
（国庫支出金・地方交付税など） 万円 （扶助費） 万円

貯金の取り崩し 自宅の修理代
（繰入金） 万円 （維持補修費） 万円

借入金 車・土地の購入費
（市債） 万円 （普通建設事業費） 万円

合計 子どもへの仕送り
万円 （他会計への繰出金など） 万円

借入金の返済
（公債費） 万円

借入金の残高（一般会計） 貯金
※平成２７年度末見込み 万円 （積立金・貸付金など） 万円

合計
万円1,409

163 158

1,409 136

220

1,999 21

139 325

600 285

6 5

500 259

【平成２８年度一般会計予算を市民一人当たりの予算に置き換えると・・・】

【もし香芝市が給料収入５００万円の家庭だったら・・・】


